
３．豊かな大阪をめざした政策推進 
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「子どもの教育・医療 無償都市大阪」をめざした取組み① 

■ ５歳児に加え、４歳児も対象に拡大    （５４億１，２００万円） 

 ■ 認可外保育施設の児童も新たに対象      （ １億１，４００万円） 
Ø  一定の条件を満たす認可外保育施設を利用している４・５歳児を対象 
Ø  保育料の半額（教育費相当額）を補助  ※年額補助上限：３０８，０００円 

 

 

 

○ ４歳児からの幼児教育の無償化 

拡 

『すべての子どもが等しく教育・医療を受けられる環境づくり』 

11 

子育て・教育環境の充実 

新 



「子どもの教育・医療 無償都市大阪」をめざした取組み② 

○ 乳幼児期における教育・保育の質の向上 

  

保育所を対象 

研修 

研究 

 
 
 

保育・幼児教育センター 

など 

  

幼稚園を対象 

研修 

研究 

■ こども医療費助成               （８０億８，９００万円） 

Ø 対象年齢を拡充（平成２９年１１月診療分から） 

      ・ （現行）１５歳（中学校修了） ⇒ （拡充後）１８歳（到達後の最初の３月末まで） 

          ※所得制限なし ⇒０歳から１２歳（小学校修了）まで 

            所得制限あり（児童手当基準）  ⇒１２歳（中学校就学）から１８歳（到達後の最初の３月末）まで 

 

 

○ 子どもたちが安心して医療を受けることができる取組み 

 
乳幼児期における教育・保育の質の向上にむけた取組み 
 ・幼児教育・保育に関する調査研究 
 ・就学前教育カリキュラムの普及啓発及び改訂に向けた調査研究 
 ・就学前施設（幼稚園・保育所等）を対象とする研修 等 
 

新 

■ 幼児教育・保育の充実        （  ２億円       ） 

Ø 保育・幼児教育センターの設置（平成２９年４月開設予定） 

   ・幼児教育・保育に関する研修、研究等の機能を集約 

   ・幼児教育・保育の質の保証・向上を図るための調査研究 

   ・就学前教育カリキュラムの普及啓発及び改訂に向けた調査研究 

   ・幼児教育・保育に関する研修等 

12 

子育て・教育環境の充実 

拡 



保育ニーズ 
約５．５万人分に 
対応する入所枠を確保 
（平成30年４月） 

  ■ 民間保育所等整備事業                （１１６億５，６００万円） 
Ø  認可保育所や地域型保育事業所等の創設などで新たに６，０５３人分の入所枠を確保 
         

 

多様な保育ニーズへの対応① 
平成３０年４月の保育を必要とする全ての児童の入所枠を確保するなど、 
市民の保育ニーズにきめ細かに対応するための取組み 

新 

  ・送迎ステーション 
 （保護者の送迎先） 
  ・併設保育所 
  （０歳～２歳）  バス送迎先 

保育所 
（０～５歳） 

保育送迎バス事業 

送迎 
（3～5歳） 

13 

子育て・教育環境の充実 

   ・従来の手法にとらわれない特別対策の取組み 

平成28年度当初予算 
43億3,900万円 
入所枠2,590人分 

平成29年度当初予算 
116億5,600万円 
入所枠6,053人分 



多様な保育ニーズへの対応② 

   

■ 地域型保育事業連携支援事業         （    ３，３００万円）  

Ø 連携施設（保育所、幼稚園、認定こども園）確保に必要な取組みの支援 

   ⇒ ３歳児の受け皿や交流事業の実施等に必要な経費を助成 

  ■ 保育人材の確保対策事業             （ ６億４，８００万円） 

Ø  潜在保育士や保育士養成施設の学生に保育所等への就職を促す取組み 

Ø 未就学児童のいる保育士が朝夕等の勤務をする際にその子どもの預かり保育の利用料を一部貸付（※１） 

Ø 短時間勤務の保育補助者の雇上げに係る経費を貸付（※２） 

Ø 潜在保育士への就職準備金を増額（貸付額２０万円⇒４０万円）（※１） 

新 

新 

（※１）保育園等において２年以上勤務したときは、貸付金の返還を免除 
（※２）保育補助者が原則として３年以内に保育士資格を取得等の場合は、貸付金の返還を免除   

■ 多様な主体の参入促進事業           （     ２，４００万円） 

Ø  新規参入施設及び既存保育事業所における保育の安全・安心の維持・向上   

14 

子育て・教育環境の充実 

拡 



多様な保育ニーズへの対応③ 

■ 病児・病後児保育事業              （ ３億３，１００万円） 

Ø 病児保育施設の拡充（１４か所 →１６か所） 

Ø 西区・淀川区で訪問型病児保育（共済型）推進事業の継続実施 

■ 市立幼稚園施設等整備（空調機新設工事）  （１億９，９００万円） 

Ø 一時預かり事業を実施する全園（５４園）に、空調機を設置 

   ・平成２９年度は、２０園に整備  

 

○ 多様な保育ニーズへ対応するための体制整備 

子育て・教育環境の充実 

拡 
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こどもの貧困に対する取組み① 
こどもたちの未来が生まれ育った環境によって左右されることなく、 
自らの可能性を追求できる社会の実現をめざす 

※全国数値： 
  平成28年度全国学力・学習状況調査 
  平成25年度小・中学生の意識に関する調査 

■ こどもの貧困の実態を踏まえて対策を推進 
Ø 実態を把握するため、「子どもの生活に関する実態調査」を実施 

速 報 値 
 

平成28年9月 
公表 

見えてきた課題に対し 
平成２９年度に先行実施 

居場所づくり 

学習習慣の定着 

平成29年度中に 
検 討 

有効な手法の検討 

先行実施事業の効果検証 

小学生 中学生 
おうちの人と学校での出
来事の話を「ほとんどしな
い」「まったくしない」 

１３．０％ １８．４％ 

悩み相談を「誰にも相談
したくない」 

１０．５％ １３．２％ 

月～金曜日の放課後は
一人でいる 

１７．０％ １８．８％ 

小学生 中学生 
学校がある日、授
業時間以外にまっ
たく勉強をしない 

全  国 ３．０％ ５．５％ 

大阪市 ６．８％ １３．６％ 

学校の勉強が 
よくわかる 

全 国 ５８．４％ ３６．２％ 

大阪市 ３２．７％ １３．１％ 

将来の夢や目標を
持っていない 

全 国 ６．４％ １０．８％ 

大阪市 ６．８％ １８．４％ 

分析結果 
 

平成29年4月頃 
公  表 

全国と比較して 
２倍以上の差がある項目も 

平成３０年度より 
本格実施 

子育て・教育環境の充実 
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こどもの貧困に対する取組み② 

 ■ 学習習慣の定着〔小中学校８５校、地域集会所等１２か所、居場所１８か所〕  （１億６，４００万円） 
Ø 小学校への指導員の配置による学習支援を実施〔浪速区・住之江区〕 

Ø 居場所への支援員の派遣による学習支援を実施〔西淀川区・旭区・平野区〕 

Ø 生活困窮世帯の小中学生へ学習支援を実施〔淀川区〕 

Ø 民間事業者を活用し課外授業を通じて自己肯定感の向上の支援を実施（「塾代助成事業」を活用）〔港区・生野区〕 

Ø 不登校防止対策として登校支援を実施〔港区・西成区〕 

Ø 課題を有する小中学校へ総合的な支援を実施〔教育委員会事務局〕【後掲】           

 

  

 実態調査の速報値などの客観的なデータから顕著な課題に対して、 
実効性がある取組みと認められる事業を一部の地域において先行実施 

○ 学びの支援を行うことで学習習慣の定着、学習意欲の向上をめざす 

 平成２９年度 こどもの貧困対策関連事業   ２億４，８００万円   

 ■ 居場所づくり 〔居場所２２か所〕                            （   ２，４００万円） 
Ø こどもの居場所(こども食堂)が設置できるように、補助金交付や区役所にアドバイザー配置 
                           〔東淀川区・平野区・西成区〕 

○ 地域や団体が主体となり、こどもの居場所を設置できるように支援 

子育て・教育環境の充実 

新 

新 
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こどもの貧困に対する取組み③ 

■ 養育費の確保支援事業                  （   ４００万円 ）   

Ø  養育費の確保を確実にするための情報提供や弁護士による無料相談を実施 

■ 高校中退者及び中退防止への支援策         （ ２，８００万円 ） 

Ø  不登校及び中退防止を図るため実態調査を行うとともに、市立高校をモデル校として 

 若者自立支援事業（コネクションズおおさか）の取組みを活用しながら、出前セミナー、アウトリーチを実施 

■ 母子生活支援施設退所児童ネットワーク事業    （ １，３００万円 ） 

Ø  母子生活支援施設退所児童を対象に、地域ネットワークを活用した居場所や学習支援の場へ誘導 

■ 児童養護施設等退所児童自立生活支援事業    （ １，４００万円 ）  など 

Ø  児童養護施設退所者を対象に、施設を拠点としたアウトリーチ型の支援を実施 

 

○ その他顕著な課題への対応 

■ 平成３０年度からの本格実施に向けて、こどもを社会全体で支えるしくみをつくるために 

   経済団体・企業や大学等教育機関と連携、協働を図る 

○ 経済団体・企業や大学等教育機関と連携、協働により、社会全体で支えるしくみづくり 

子育て・教育環境の充実 

新 

新 

新 
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課外学習支援の取組み 

 

 

 

学力向上や学習習慣の形成のため、子育て世帯への支援や課外学習の場を設置 

 ■ 塾代助成事業                   （２４億６，６００万円）  
Ø 学校外教育に利用できる「塾代助成カード」を交付（月額１万円を上限に助成） 

   ・選択できる学校外教育の幅を広げ、こどもたちが学力や学習意欲、個性や才能を伸ばす機会を増やす 

   ・子育て世帯の経済的負担を軽減して可処分所得を増やす 

    （市内在住の中学生の約５割が助成対象（約３０，０００人） ）  

Ø 学習塾や文化・スポーツ教室だけでなく、平成２８年１０月からオンライン学習塾なども利用可能 

 ■ 民間事業者及び有償ボランティア等の活用  （ １億２，７００万円) 

Ø 放課後の学校施設や区役所附設会館・地域集会所等に課外学習の場を設置 

      ⇒ 全区で事業を展開 

   ・民間事業者や有償ボランティア等を活用し、基礎学力の向上、習熟度に応じた 

     学力向上及び学習習慣の形成を支援 

             

子育て・教育環境の充実 
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拡 

平成２５年１２月 平成２６年１２月 平成２７年１２月 平成２８年１１月 

 カード利用率 １２．５６％ ３４．２３％ ４４．７３％ ４８．２１％ 

 参画事業者数 ７０４教室 １，２４７教室 １，６２４教室 ２，２０９教室 

（参考）カード利用率、参画事業者数の推移 



子どもが安心して成長できる安全な社会の実現 

■ 特別支援教育の充実                （７億９，９００万円） 
Ø 特別支援教育サポーターとインクルーシブ教育推進スタッフの配置 
Ø 臨床心理士、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士を配置 
Ø  医療的ケアの必要な児童生徒が在籍する小・中学校への看護師常時配置 
Ø 多様な学びの場における通学支援 （特別支援学校）  
   ・平成２８年度 １００日 → 平成２９年度 １２０日 

 

 

 

 

 

インクルーシブ教育システムの充実と推進 

地域図書館と連携した学校図書館の活性化 

■ 学校図書館活用推進事業            （３億４，６００万円） 

Ø  学校図書館に必要な図書の整備 

    ⇒ 平成２９年度全小中学校で大阪市図書標準を達成 

Ø  学校図書館補助員、コーディネーターの配置            

拡 

安全で安心できる学校、教育環境の実現 

■  生活指導支援員の配置                （２億６，６００万円）  

Ø いじめ・暴力行為・不登校などの課題を抱える学校に、児童生徒の指導経験者等を配置 

子育て・教育環境の充実 
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